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処分の概要 就労自立給付金の支給

法 令 名

根 拠 条 項
生活保護法 第55条の4第1項

法 令 番 号 昭和25年法律第144号

【基準】

法第55条の4の規定による。

(就労自立給付金の支給)

第55条の4 都道府県知事、市長及び福祉事務所を管理する町村長は、被保護者の自立の助長を

図るため、その管理に属する福祉事務所の所管区域内に居住地を有する(居住地がないか、又

は明らかでないときは、当該所管区域内にある)被保護者であつて、厚生労働省令で定める安

定した職業に就いたことその他厚生労働省令で定める事由により保護を必要としなくなつた

と認めたものに対して、厚生労働省令で定めるところにより、就労自立給付金を支給する。

2 前項の規定により就労自立給付金を支給する者は、就労自立給付金の支給に関する事務の全

部又は一部を、その管理に属する行政庁に限り、委任することができる。

3 第1項の規定により就労自立給付金を支給する者は、就労自立給付金の支給に関する事務の

一部を、政令で定めるところにより、他の就労自立給付金を支給する者に委託して行うこと

を妨げない。

生活保護法による就労自立給付金の支給について(平成26年4月25日社援発0425第3号通知)に

よる。

標準処理期間
申請のあった日から14日以内。ただし、就労収入の状況の調査に時間を要す

る等特別な事由がある場合は、30日まで延長可能(通知による。)
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